
介護保険制度について

厚生労働省老健局



1997(平成９)年12月 介護保険法成立

2000（平成１２）年４月 介護保険制度施行

第１期介護保険事業計画期間開始

2003（平成１５）年４月 第２期介護保険事業計画期間開始

第１号保険料の見直し、介護報酬の改定

2005（平成１７）年６月 介護保険法等の一部を改正する法律成立

10月 改正法の一部（施設給付の見直し)施行

2006（平成１８）年４月 改正法の施行（新予防給付・地域密着型サー

ビスの創設など）

第３期介護保険事業計画期間開始

第１号保険料の見直し、介護報酬の改定

介護保険法成立後の主な動き



介護保険導入の経緯・意義
○ 高齢化の進展に伴い、要介護高齢者の増加、介護期間の長期化
など、介護ニーズはますます増大。

○ 一方、核家族化の進行、介護する家族の高齢化など、要介護高齢
者を支えてきた家族をめぐる状況も変化。

高齢者の介護を社会全体で支え合う仕組み（介護保険）を創設

○ 自立支援・・・単に介護を要する高齢者の身の回りの世話をするという
ことを超えて、高齢者の自立を支援することを理念とする。

○ 利用者本位・・・利用者の選択により、多様な主体から保健医療サー
ビス、福祉サービスを総合的に受けられる制度

○ 社会保険方式・・・給付と負担の関係が明確な社会保険方式を採用



費用の９割分
の支払い

６５歳以上の者 ４０歳から６４歳までの者

保険料

原則年金からの天引き

全国プール

国民健康保険 ・

健康保険組合など
１割負担

サービス利用

加 入 者 （被保険者）

市 町 村 （保険者）

１９％ ３１％

税 金

保険料

国 都道府県 市町村

２５％ １２．５％
※

１２．５％

財政安定化基金

（平成18－２０年度）

○在宅サービス
・訪問介護、通所介護 など

○施設サービス
・特別養護老人ホーム、老人保健施設など

○地域密着型サービス
・認知症対応型共同生活介護、小規模多機能型居
宅介護など

○介護予防サービス
・介護予防訪問介護、介護予防通所介護など

○地域密着型介護予防サービス
・介護予防認知症対応型共同生活介護など

介護保険制度の概要

全国平均１人あたり
約４，０９０円／月

（２，６１７万人） （４，２８５万人）

（注）６５歳以上の者（第１号被保険者）及び４０歳から６４歳までの者（第２号被保険者）の数は、平成１８年度の見込数。

※施設等
給付の場
合は、
国２０％、
都道府県
１７．５％



サ ー ビ ス 利 用 の 手 続 き
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寝たきりや痴呆で
介護サービスが必要な方

要支援１
要支援２

非該当

要介護状態となるおそれがあり
日常生活に支援が必要な方

○施設サービス
・特別養護老人ホーム
・介護老人保健施設
・介護療養型医療施設

○在宅サービス
・ホームヘルプサービス
・訪問看護
・デイサービス
・短期入所サービス
・福祉用具貸与

など

介
護
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
計
画

○市町村の実情に応じたサービス
（介護保険外の事業）
・配食サービス
・軽い日常生活支援
買い物、布団干し、草取りなどの
簡単な日常生活の支援

など

要介護５

要介護１

〜

（
ケ
ア
プ
ラ
ン
）



２，５３６万人２，３９８万人２，１６５万人被保険者数

２００５年８月末２００３年４月末２０００年４月末

４２２万人３４８万人２１８万人認定者数

２００５年８月末２００３年４月末２０００年４月末

２００５年６月２００２年４月２００１年４月２０００年４月

３３５万人２４１万人２０７万人１４９万人合 計

７８万人６９万人６５万人５２万人施設サービス

２５７万人１７２万人１４２万人９７万人居宅サービス

65歳以上被保険者数

○ ６５歳以上の被保険者数は、５年４ヶ月で約３７１万人（１７％）増加。

要介護（支援）者数

○ 介護認定を受けた者は、５年４ヶ月で約２０４万人（９４％）増加。

介護サービス利用者数

○ ５年２ヶ月で、居宅は１６５％、施設は５０％、全体で１２５％の増加。

（出典：介護保険事業状況報告）



○ 介護保険の総費用は、年１０％を超える伸び

第１期（Ｈ12～14年度） 第２期（Ｈ15～17年度） 第３期（Ｈ18～20年度）

２，９１１円
３，２９３円
（＋１３％）

○○ １号保険料１号保険料〔 加重平均)〕

５．７兆円

３．６兆円
４．６兆円 ５．２兆円

６．３兆円
６．８兆円

（2000年度実績） （2001年度実績） （2002年度実績） （2003年度予算) （2004年度予算)  (2005年度予算）
※補正後 ※補正後

○○ 総費用の伸び総費用の伸び

介護保険財政の現状

４０９０円

（＋２４％）

７．１兆円

(2006年度予算）



○　要介護認定を受けた人は４年９ヶ月で約１８８万人増加（８６％増）

○　特に、要支援・要介護１の認定を受けた者が大幅に増加（１３６％増）

要支援・要介護１の増加

291 320 398
663505
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２０００年４月末 ２００１年４月末 ２００２年４月末 ２００３年４月末 ２００４年12月末

要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（単位：千人） 2000年４月末からの増加率

２１８２

１２８％支

１４０％１

５４％２

６２％３

４５％４

６１％５

８６％計

（出典：介護保険事
業状況報告〔2004
年12月分（10月サー
ビス分）〕）

２５８２

３０２９

３４８４

４０６４

（要介護度別認定者数の推移）



２０１５年の高齢者像

◎高齢者が増加

・高齢化率が２００５年からの１０年間で３０％増

◎高齢者だけの世帯が増加 ２００５年 ２０１５年

・高齢者の独居世帯 ３８６万世帯 → ５６６万世帯

・高齢者の夫婦のみ世帯 ４７０万世帯 → ６１４万世帯

◎認知症高齢者が増加 ２００５年 ２０１５年

・認知症自立度Ⅱ以上 １６９万人 → ２５０万人

・認知症自立度Ⅲ以上 ９０万人 → １３５万人



制度の「持続可能性」制度の「持続可能性」
→給付の効率化・重点化→給付の効率化・重点化

｢｢明るく活力ある明るく活力ある
超高齢社会」の構築超高齢社会」の構築
→予防重視型システム→予防重視型システム
へのへの転換転換

社会保障の総合化社会保障の総合化
→効率的かつ効果的な→効率的かつ効果的な
社会保障制度体系へ社会保障制度体系へ

○保険者＝市町村権限の強化○保険者＝市町村権限の強化

○○サービスの適正化サービスの適正化

○介護予防○介護予防システムの確立システムの確立

○軽度者の給付の見直し○軽度者の給付の見直し

○○年金との給付調整年金との給付調整
～～入所者の費用負担の見直し入所者の費用負担の見直し

○医療との連携・調整○医療との連携・調整
～包括的マネジメント体制の確立～包括的マネジメント体制の確立
施設や居住系サービスにおける機能分担施設や居住系サービスにおける機能分担

○予防重視型システムへの転換○予防重視型システムへの転換

見直しの基本的視点

高齢者の「自立支援」と「尊厳の保持」を基本として新たな課題に取り組む



平成１７年法改正による介護保険制度改革の内容～持続可能な介護保険制度の構築～

・「明るく活力
ある超高齢社
会」の構築

・制度の持続可
能性

見直しの基本的視点

「明るく活力ある超高齢社会｣を目指し、市町村を責任主体とし、一貫性・連続性のあ
る｢総合的な介護予防システム｣を確立

介護保険と年金給付の重複の是正、在宅と施設の利用者負担の公平性の観点か
ら、介護保険施設に係る給付の在り方を見直す

認知症ケアや地域ケアを推進するため、身近な地域で地域の特性に応じた多様で
柔軟なサービス提供を可能とする体系の確立を目指すとともに、中重度者への対
応を強化するため、医療と介護の連携を強化

サービスの質の向上を図るため、情報開示の徹底、事業者規制の見直し等を行う

負担能力をより反映した保険料設定を可能とするとともに、要介護認定の適正化を
図る

１．予防重視型システムへの転換

２．施設給付の見直し

４．サービスの質の向上

５．負担の在り方・制度運営の見直し
・社会保障の
総合化

３．地域ケア等の確立



高 　 　 　 齢 　 　 　 者

〈 要 介 護 認 定 〉
　 ○ 要 介 護 状 態 区 分 の 審 査

＋

　 ○ 状 態 の 維 持 又 は
　 　 改 善 可 能 性 の 審 査

要 支 援 ・要 介 護 者

非 該 当 者

要 支 援 ・ 要 介 護 に
な る お そ れ の あ る 者

（ 新 ）
　 要 支 援 者 　

現 行 の 要 支 援 者
＋

要 介 護 １ の 一 部

要 介 護 者

地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー
（ 介 護 予 防 マ ネ ジ メ ン ト ）

居 宅 介 護 支 援 事 業 所
（ ケ ア マ ネ ジ メ ン ト 事 業 者 ）

地 域 支 援 事 業
(介 護 予 防 サ ー ビ ス )

例 ） 転 倒 骨 折 予 防 教 室
　 栄 養 指 導 　 等

新 予 防 給 付

○ 既 存 サ ー ビ ス
→ 内 容 ･提 供 方 法 を 見 直 し

○ 新 た な サ ー ビ ス の 導 入
→ 効 果 の 検 証 を 踏 ま え 導 入

介 護 給 付

例 ） 訪 問 介 護
　 　 通 所 介 護
　 　 訪 問 看 護
　 　 特 養 等 施 設 　 な ど

× 要 支 援 者 要 介 護 者

要 支 援 ・ 要 介 護
に な る お そ れ
の あ る 者 × ×

要 支 援 ・ 要 介 護
状 態 に な る こ と

の 防 止

重 度 化 防 止

地 域 支 援 事 業 新 予 防 給 付

介 護 予 防 の
ス ク リ ー ニ ン グ

介 護 給 付

予防重視型システムへの転換
（全体概要）



 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
○夜間対応型訪問介護 
○認知症対応型通所介護 
○小規模多機能型居宅介護 
○認知症対応型共同生活介護 

（グループホーム） 
○地域密着型特定施設 

入居者生活介護 
 ○地域密着型介護老人福祉施設 
      入所者生活介護 

○特定施設入居者生活介護 
○特定福祉用具販売 

○通所介護（デイサービス） 
○通所リハビリテーション

【通所サービス】

○短期入所生活介護（ｼｮｰﾄｽﾃｲ） 
○短期入所療養介護

【短期入所サービス】

◎居宅サービス 

○福祉用具貸与 

◎居宅介護支援  
○介護老人福祉施設 
○介護老人保健施設 
○介護療養型医療施設

◎施設サービス

○訪問介護（ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ） 
○訪問入浴介護 
○訪問看護 
○訪問リハビリテーション 
○居宅療養管理指導

【訪問サービス】

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○介護予防訪問介護（ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ）

○介護予防訪問入浴介護 
○介護予防訪問看護 
○介護予防訪問リハビリテーション 
○介護予防居宅療養管理指導 

【訪問サービス】

◎介護予防サービス 

○介護予防通所介護（デイサービス）

○介護予防通所リハビリテーション

【通所サービス】

○介護予防短期入所生活介護 
（ショートステイ） 

○介護予防短期入所療養介護 

【短期入所サービス】

○介護予防特定施設入居者生活介護 
○特定介護予防福祉用具販売 ○介護予防福祉用具貸与 

◎介護予防支援 

◎地域密着型サービス 

 

○介護予防認知症対応型通所介護 
○介護予防小規模多機能型居宅介護

○介護予防認知症対応型共同生活介護

（グループホーム） 

◎地域密着型介護予防サービス 

 
市町村が 
指定・監督を行うサービス

都道府県が指定・監督を行うサービス

介
護
給
付
を
行
う 

サ
ー
ビ
ス 

予
防
給
付
を
行
う 

サ
ー
ビ
ス 

介護サービスの種類(制度改正後)



保険給付額（平成１６年度実績）

○ 居宅介護サービス

・訪問介護

・訪問入浴介護

・訪問看護

・訪問リハビリテーション

・通所介護

・通所リハビリテーション

・福祉用具貸与

・短期入所者生活介護（介護老人福祉施設等）

・短期入所療養介護（介護老人保健施設等）

・居宅療養管理指導

・認知症対応型共同生活介護

・特定施設入所者生活介護

・居宅介護支援

・福祉用具購入費

・住宅改修費

2兆7,064億円

6,265億円

496億円

1,107億円

51億円

6,179億円

3,103億円

1,517億円

1,985億円

573億円

197億円

1,952億円

747億円

2,385億円

112億円

394億円

○ 施設介護サービス

・介護老人福祉施設サービス

・介護老人保健施設サービス

・介護療養型医療施設サービス

（資料出所） 介護保険事業状況報告（全国計）

2兆8,157億円

1兆2,256億円

9,603億円

6,298億円

総計 ５兆５２２１億円


